

































































提起した訴えが却下されずに継続的に訴訟追行 き こととは、異なる。後者の場合は、すでに訴訟手続が一定程度進行 ていることや、訴訟 費やした費用や時間を考慮したとき、代表訴訟の損害塡補機能や違法行為抑止機能を発揮させるべき機会を簡単に失わせ、せっかく提起された訴えが簡単に却下されることがないように、より柔軟に解釈されるべきではないか。そ ことはまた、これか どうすべきかが問題となる解釈 なされた行為を振り返って法的評価を加える場合 解釈との区別ともいえる（行為規範と評価規範 区
別（７
（） 。そこで、




前者の解釈に影響を与えるのではないか。また、その解釈は、 「多重代表訴訟」の内容にも影響を受けるのではないか。本条の解釈問題については、もともと評価規範としての側面を 視して解釈されるべき問題と思われるが、あらたな提訴請求・代表訴訟の提起（ 「多重代表訴訟」 「提訴資格の拡張」 ）が明文で認められる法規制のもとでは よりいっそう柔軟な解釈も可能となるのではないかと考える。
以下、まず本条の制定経緯を一瞥した後（二） 、本条をめぐる解釈論（現行法）を整理し（三） 、要綱によって


























































































やその完全 （以下、 「完全親会社等」という）の株主となる場合に限定され 規定である。そして本条は、たとえば、株式交換・株式移転に って完全親会社の株主 った後、完全子会社の株主 あった者が社の役員等に対して代表訴訟を提起することを認める ではない。これは多重代表訴訟そのもの あ 。たとえ株式交換・株式移転の前の責任に限定したとしても、あらたな代表訴訟の提起を認めるも ではない。本条は「提訴資格の拡張」まで定めた条文ではない。合併の場合も同様である。
また、本条は、株式交換等「により」原告 主が完全親会社等の 主となったことを要件としている。つまり、











表訴訟の追行につい は本条が適用されることを前提としたうえで、 交換等に賛成するかどうか 判断しうるからである。
完全親会社等が単元株式制度を採用しており、当該完全親会社等に対する提訴請求ができない単元未満株式し

























文上も、完全親会社の株主であることを原告適格として るようにも読めるが、当該会社の株主であり続けることは求めているも の、当該会社が完全親会社であり続けるこ までは要件としてい いとも読める。
株式交換の場合、完全子会社であった会社の株主は、完全親会社の株主になって株式所有を通じた利害関係を
完全子会社に対して持ち続けるか、そうした利害関係をまったく失うかのいずれかであ （単なる親会社の株主になるということはな ） 。本条が完全親会社の株主になることを要件と いるのは、後者の場合に「原告たる地位の継続」が認められないことを示してい も であり、これが認めら るためには完全親会社 株主という地位にあることが必要だということまでを示してい わけではないと解される。もっと 、譲渡株式数（発行
組織再編行為と株主代表訴訟の原告適格（三浦）
一一





























































完全子会社との株式所有を通じた利害関係をまったく 場合を除外す ことを示したにすぎないも と解される。たしかに、完全親会社の株主であることは、利害関係としてはもっとも大きな関係と捉えられるが、代表訴訟を追行する者がそうでなければならな 理論上の理由はない。原告株主が訴訟物に対して一定の利害関係を有すると認められ 限り、 「原告たる地位 継続」は認められてもよいと解される。もっ も、現行規制のもとでは本条が例外的に認められた制度であ と 置づけられる ころから、解釈論としては、完全親会社であるかそれに近い株式所有比率を有する会社の株主であることが要件と解される。
それに対して、要綱では「提訴資格の拡張」が認められたのであるから、これとの均衡をも考慮して解釈され


















告たる地位の継続」の要件は異なる解釈が採られてもよい、言い換えれば、本条については、現行規制 もとでの解釈と要綱に基づく法規制のもとで 異なっ と考える。
それでは、どのような場合に「原告たる地位の継続」が認められると解されるか。その基準は、親会社である









いったん完全親会社の株主になることを求める必要もなく、吸収合併の効力発生時において親会社の株主になった場合においても、 「原告たる地位の継続」が認められてよいこととなろう。また、前述したように（三） 、吸収合併の 完全親会社の株主 なることが要件とされているのは、株式交換・株式移転の場合の規制 平仄を合わせたにすぎないものだとす と、上記のように考え 限り、いったん完全親会社の株主たる地位を取得することを必要とする理由もない。本条 文言 変更が加えられないとすれば解釈論としては難しいが、今後の立法に際しては、本条一項二号の「完全親会社の株式」 いう文言は、 「親会社の株式」と改められるべきである。（二） 「問題二」について
原告株主が、株式交換・吸収合併によっては完全親会社・存続会社やその完全親会社の株主 はならなかった























できるのだから「原告株主たる地位の継続」を認めてよい、 いうケースは考えられない。しかし「多重代表訴訟」の要件をすべて充たすことはないとし も、 「多重代表訴訟」が認められるだけの利害関係があるなら「原告株主たる地位の継続」を認めてよい（ 「問題二 につい 肯定的 解答を導くことができる）のではないか。
このような利害関係の大きさに着目するならば、まずは、完全親会社が有する完全子会社の株式の帳簿価額が
当該完全親会社 総資産額の五分の一を超えており、原告株主が、当該完全親会社の総株主の議決権の一〇〇分の一以上の議決権または発行済株式 一〇〇分の一以上 数の 式を有する 主である（以下、 「一％株主」いう）場合なら（要綱第二部第一１
1）①④） 、本条の「原告たる地位の継続」を認めてよいのではないかと




みならず、すでに代表訴訟が提起されている とを前提として る本条で 、被告取締役の属性をあらためて問題にする必要がない だとすると、本条の解釈との関係では、 「多重代表訴訟」が認められ 利害関係は完全親
組織再編行為と株主代表訴訟の原告適格（三浦）
一九
会社の一％株主であることと捉えてよいのではないだろうか。すなわち、原告株主が株式交換によっては完全子会社との利害関係を失ったとしても、それとは別に、株式交換の効力発生日に完全親会社の一％株主であるとすれば、 「原告たる地位の継続」を認めてよいのではないか。株式交換後に「多重代表訴訟」を提起できるだけの利害関係を訴訟物に対して有している者がすでに提起して る訴訟を却下 るためには、 式交換によって完全親会社の株主たる地位を取得したのではないという理由 、実質的には説得力に欠けるのではないだろうか。
このことは、吸収合併存続会社の完全親会社の一％株主である場合も、妥当する。以上のような「問題二」についての解釈は本条の類推適用ということになるだろうが、問題は、原告たる地位





















法制審議会会社法制部会が決定した「会社法制の見直しに関する要綱案」および附帯決議が、原案どおり採択された。この要綱案の解説として、岩原紳作「 『会社法制の見直しに関する要綱案』の解説〔Ⅰ〕～〔Ⅵ・完〕 」旬刊商事法務一九七五号四頁、一九七六号四頁、一九七七号四頁、一九七八号三九頁、一九七九号四頁、一九八〇号四頁（二〇一二年） （後に『会社法制の見直しに関する要綱の概要』別冊商事法務三七二号一 以下に収録、以下「岩原解説」として同書の頁数で引用する） 。
（
2） 






もっとも、要綱 、新設合併により設立会社の株主となった場合、吸収合併 より存続会社の株主となった場合を、定めていない。消滅会社の株主がこれら 株主になった場合については、 当然 「提訴資格」 が認められる 理由に基づく （岩原解説・二七頁） 。以下、要綱に直接の定めはないが、現行規制 比較する意味で、こ 場合も含めて「提訴資格 拡張」という。なお、同じく、本稿の「株式交換等」も、要綱第二部第一２③とは異なる。
（
5） 




















このことは、たとえば親会社株主が子会社取締役に対して代表訴訟 提起することはできないことを意味するものとして 言及されるようになった。すなわち、本文で後述するところと同じく、この点での「株主」の意義も 平成一一年商法改正以降、意識されるようになった。
（
11） 
もっとも、立法当初より、原告株主がその持株を全部譲渡した場合がもっぱら想定されていた。たとえば、大隅健 郎＝大森忠夫『逐条改正会社法解説』二九九頁（一九五 年） 北沢正啓「株主の代表訴訟と差止権」 『 式会社法講座
　
第三巻』




訟係属中に、訴訟当事者との間 一定の関係を有することによってその当事者に訴訟適格 与えてい 他者（会社など）に変化が生じた結果として当事者 資格 変動がある場合の処理」 （関・後掲注（
20）一〇八頁）については、議論されてこなかっ
た。なお、前者 ついては、右文献や『新版注釈会社法
6） 』三六七頁〔北沢正啓〕 （一九八七年） 、山本忠弘「代表訴訟係
属中の会社の破産・損害賠償請求権 譲渡等」 『会社法の争点』一六〇頁（二〇 九年）など参照。
（
12） 






























































































































4） のように、 新設合併設立会社・吸収合併存続会社については、 当然に 「提訴資格の拡張」 が認められるとされる。
規制の基礎となる同じ法律関係について、会社法立法の際は例外的 「原告 る地位の継続」が定められ のが 要綱では当然に「提訴資格の拡張」が認められると位置づけられる いう状況の変化も見られる。
（
40） 






















ことも考えられる。し しすで を提起しているのであるから その必要性はうすいと 。
